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〔
省

令
〕

〇
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い

に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
の
施
行
に
伴
う
法
務
省
関
係
省
令

の
整
備
等
に
関
す
る
省
令
（
法
務
四
〇
）

〔
告

示
〕

〇
包
括
的
な
経
済
上
の
連
携
に
関
す
る
日
本

国
及
び
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合
構
成
国
の

間
の
協
定
の
附
属
書
二
の
改
正
に
関
す
る

件
（
外
務
三
七
一
）

〇
種
苗
法
第
四
十
九
条
第
一
項
第
五
号
の
規

定
に
基
づ
き
品
種
登
録
を
取
り
消
し
た
件

（
農
林
水
産
一
六
九
八
〜
一
七
二
七
）

〇
資
源
管
理
基
本
方
針
の
一
部
を
変
更
す
る

告
示
（
同
一
七
二
八
）

〇
特
定
水
産
資
源（
く
ろ
ま
ぐ
ろ（
小
型
魚
）、

く
ろ
ま
ぐ
ろ
（
大
型
魚
）、
め
か
じ
き（
南

西
太
平
洋
海
域
）、
め
ば
ち
（
東
部
太
平

洋
条
約
海
域
）
及
び
き
は
だ
（
イ
ン
ド
洋

協
定
海
域
））に
関
す
る
令
和
四
管
理
年
度

に
お
け
る
漁
業
法
第
十
五
条
第
一
項
各
号

に
掲
げ
る
数
量
を
公
表
す
る
件
の
一
部
を

変
更
す
る
件
（
同
一
七
二
九
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
統
計
セ
ン
タ
ー
、
公
示
送

達
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〇
法
務
省
令
第
四
十
号

外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
二
年
法
律
第
三

十
三
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
関
係
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
、
及
び
関
係
法
令
を
実
施
す
る
た
め
、
外
国
弁
護
士

に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
法
務
省
関
係
省
令
の
整

備
等
に
関
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
四
年
十
月
二
十
七
日

法
務
大
臣

梨

康
弘


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